
姫島村移住応援給付事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域を担う人材となる移住者の増加による地域活力の向上を図るた

め、村外から本村に移住しようとする者等（以下「移住予定者」という。）に対して、移

住に必要な費用について、予算の定めるところにより補助金を交付するものとし、その

交付に関しては、姫島村補助金等交付規則（昭和 35 年規則第 1 号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱及び大分県移住応援給付事業実施要領（以下「県実

施要領」という。）の定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）「移住」とは、村外から本村へ転入を届け出ることをいう。ただし、職務上の転勤や

出向等による一時的な転入及びその他これらに類する転入は除く。 

（２）「定住」とは、５年以上本村の住民基本台帳に記録され、生活の本拠を有することを

いう。 

（３）「移住応援給付金」とは、引越や移住後の生活環境を整備するために必要な物品を購

入する経費に充当するための一括給付金のことをいう。 

（４）「子」とは、申請日が属する年度の４月１日時点において１８歳未満の者とする。 

（５）「若年者」とは、申請日が属する年度の４月１日時点において、１８歳以上４０歳 

  未満の者とする。 

（６）「世帯」とは、住居及び生計を共にする者の集まり又は独立して住居を維持し、若し 

  くは独立して生計を営む単身者をいう。 

 

（補助の対象） 

第３条 この補助金の交付の対象となる要件は、次の各号に掲げるすべての要件を満たす

ものをいう。 

（１）村内に住所を有していない移住予定者または移住している者（以下「移住者等」と

いう）のうち、移住応援給付金の申請時において、移住から１年を経過していないこ

とを確認できる者。ただし、県や村が実施する定住を前提とする教育機関への就学や

長期間研修への参加、「地域おこし協力隊」などの活動への従事などの期間については、

その期間を除外する。 

（２）移住者等が職務上の転勤や出向等による一時的な転入でないことを確認できること。 

（３）移住者等が定住を誓約できる者であることを確認できること。 

（４）申請者及び申請者と同一世帯に属する者が姫島村移住応援給付事業費補助金及び姫

島村移住支援事業費補助金の交付を受けていないこと。 

（５）移住者等が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第１項第６号に規定する暴力団員をいう。以下、同じ。）又は暴

力団（同法第２条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な



関係を持つものでないことを確認できること。 

（６）日本人である、又は外国人であって、出入国管理及び難民認定法に定める「永住者」、

「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」、及び日本国との平和条約に基づ

き日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法に定める「特別永住者」のい

ずれかの在留資格を有すること。 

（７）住民票を移す直前に、連続して１年以上、姫島村外に在住していること。 

 

 

（事業区分及び補助額） 

第４条 事業区分及び補助額は別表のとおりとする。 

ただし、本事業以外に、国や県からの補助金が交付される場合は、その補助に係る部分の

経費を除くものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、村長が別

に定める期日までに村長に提出しなければならない。 

（１）移住後同一の世帯を構成する世帯員（以下「世帯員」という。）全員分の住民票及び

戸籍の附票等 

（２）移住予定者等の定住誓約書（第２号様式） 

（３）その他村長が必要と認める書類 

２ 調査同意書（第３号様式）を提出し、公簿で確認できる場合は、前項第１号の書類の

提出を省略することができる。 

３ 村長は、前１項の申請があったときは、その審査をし、適当と認められたものについ

て補助金の交付を決定し、交付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付） 

第６条 補助金の交付決定通知を受けたものが、補助金の交付を請求しようとするときは、

補助金交付請求書（第５号様式）を村長に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第７条 村長は、補助金の交付を受けた者で、次の各号のいずれかに該当するときは、交

付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

 返還を命ずる場合は、姫島村移住応援給付事業費補助金返還通知書（第６号様式）によ

り通知する。 

（１）申請書及びその他の提出書類の内容に偽りがあったとき。 

（２）補助の対象に反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、村長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

 

 



附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

  この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 

 

別表（第４条関係） 

事業区分 補助額 

移住応援給付金 

 

・世帯（単身・複数人を含む） ２００千円 

 なお、１８歳未満の世帯員を帯同して移住する場合、 

 １８歳未満の者１人につき１００千円を加算する。（以下 

 「子育て加算」という。） 

 また、１８歳以上４０歳未満の者が世帯員にいる場合は、 

 世帯につき１００千円を加算する。（以下「若年者加算」と 

 いう。）ただし、子育て加算と若年者加算は併用できない。 

 

 

 


